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１．はじめに 

 犯罪は特定の場所と時間に発生することが知られ

ている．犯罪発生リスクが高くなる時空間を明らか

にできれば，法執行機関や市民に具体的な防犯策な

どを提言することができ，犯罪認知件数の削減に貢

献できる．犯行機会は犯行者と犯行の対象（ターゲ

ット）が同じ時空間に介在する際に生じると考えら

れるが，さらに日常活動理論は， 「動機付けられた

犯行者」，「適切なターゲット」，「有能な監視者の不

在」が収束する時空間を犯行の成立条件としている

（Cohen and Felson, 1979）．また，犯罪パターン理論

は，人々の日常的な活動パターンの形成に着目し，

犯行者やターゲットの活動と犯罪機会の関係を説明

する（Brantingham and Brantingham， 1984）．これら

に鑑みると，特に人をターゲットとした犯罪の場合

は時空間的な人口分布の変化に基づいて犯罪発生リ

スクを評価できると考えられる．最近では，携帯電

話や SNS による時空間的な解像度の高い時空間別

滞留人口データを利用できるようになり，こうした

データに基づいた犯罪発生リスクの定量的評価研究

が見られるようになった（Bogomolov et al., 2014; 

Malleson and Andresen, 2015; Amemiya et al., 2018; 

Hanaoka, 2018）． 

しかし，潜在的に犯行者，監視者，ターゲットと

なる人の性別や年齢はそれぞれ異なると考えられる．

例えば，強制わいせつは周囲の監視者となる人口が

少ない夜間に 10～20 歳代の女性が被害に遭う割合

が高く，犯行者はほぼ男性である（警察庁, 2020; 内

閣府, 2012）．性別や年齢別の時間帯別滞留人口を利

用した分析によって，これら犯行者，監視者，ター

ゲットに関連した犯行パターンの時空間的な成立条

件を考察できると考えられる． 

そこで本研究では， 2015年～2019年に京都府内

で発生したひったくりと強制わいせつ（ただし屋外

で発生したものに限るため，以下，屋外強制わいせ

つとする）を対象に性年齢階級別時間帯別滞留人口 
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データを用いて犯罪認知件数の空間回帰モデリング

を行う．具体的には，時間帯別滞留人口データに非

負値行列因子分解を適用することで得た各因子と犯

罪発生リスクの関係を空間回帰モデルに基づいて議

論する．   

 

２．方法 

2.1．モバイル空間統計 

株式会社ドコモ・インサイトマーケティングが提

供する 「モバイル空間統計」は，株式会社 NTTド

コモの携帯電話ネットワークの運用データを用いて

作成される人口統計である（寺田ほか, 2012; Okajima 

et al., 2013）． 

モバイル空間統計は 2分の 1地域メッシュ（500m

メッシュ）などの空間単位における 24 時間 365 日

の人口分布を総数，性年齢階級別，居住地（市区町

村）別，居住地（都道府県）別の各パターンで集計

している．本研究では， 500mメッシュで集計され

た性年齢階級別人口分布を使用し，分析対象エリア

を京都府内の京都市以南の地域として 2019年 1月 1

日から 2019年 12月 31日までの祝日を除く平日（244

日）における時間帯別滞留人口の平均値を分析対象

エリアの一般的な時間帯別滞留人口とする．なお， 

性年齢階級別データは，性別（男性，女性）の 2カ

テゴリと年齢階級別（15-19歳，20-29歳，30-39歳，

40-49歳，50-59歳，60-69歳，70-79歳）の 7カテゴ

リのそれぞれの組み合わせで集計されている．本研

究では，対象のメッシュごとに時間帯×性×年齢階

級の計 336列に展開し，いずれかのフィールドにゼ

ロが含まれるメッシュは除外する．その結果 1,520

メッシュが分析対象となった． 

 

2.2．犯罪発生データ 

本研究は京都府で 2015年 1月 1日から 2019年 12

月 31 日の間に京都府警察に認知されたひったくり

と屋外での強制わいせつ事案を対象とする．両罪種

とも犯罪発生時間は夜間の発生が顕著に多い（図 1）．

したがって，犯罪発生時間が日中（6～17 時台）と

夜間（18～5 時台）のデータに分割する．ひったく

りの認知件数は，日中が 70件，夜間が 267件．屋外 

 

 

図 1 2015年 1月 1日～2019年 12月 31日の平日

に京都府京都市以南で発生したひったくりと屋外強

制わいせつの発生時間帯別認知件数 

 

強制わいせつは日中が 46 件，夜間が 300 件であっ

た．それぞれの犯罪認知件数は 500m メッシュごと

に集計する． 

 

2.3．非負値行列因子分解による次元圧縮 

非 負 値 行 列 因 子 分 解 （ Nonnegative Matrix 

Factorization: NMF）は非負行列を非負行列の積で近

似する行列分解法の一つである．非負行列の成分は

非負値の足し合わせによって再構成されるため，行

列分解の結果を解釈しやすい利点を持ち，画像の特

徴抽出，文章クラスタリング，音源分離などでしば

しば利用されている（Gillis, 2020）． 

具体的には𝑋を𝑛 × 𝑘の非負行列（データ行列）， 

𝑊を𝑛 × 𝑟の非負行列（基底行列），𝐻を𝑟 × 𝑘の非負

行列（係数行列）とすると， 

 

𝑋~𝑊𝐻 (1) 

 

のように分解する．これは𝑋と𝑊𝐻間の距離を最小化

する以下の問題を解くことによって達成される 

 

min 𝐷(𝑋, 𝑊𝐻)． (2) 

 

𝐷は距離関数であり， Kullback-Leiblerダイバージェ

ンス（KLダイバージェンス）や Euclidean距離など

が採用される．𝑟はあらかじめ設定される圧縮後の
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次元（rank）であり，𝑟 ≤ min (𝑛, 𝑘)である必要があ

る． 

NMF は𝑊と𝐻の初期値によって異なる結果を与

えるが，本研究では，𝑋の特異値分解によって得られ

る特異ベクトルの非負成分を初期値に採用する

Non-Negative Double Singular Value Decomposition

（NNDSVD）法を用いる．NNDSVD法は初期値を一

意に決定でき，特異ベクトルの負値の要素をゼロに

置き換えることでスパース性を高める利点を持つ．

また，距離関数に KL ダイバージェンスを利用し，

スパースな結果を期待できる nonsmooth nonnegative 

matrix factorization（nsNMF）アルゴリズム（Pascual-

Montano et al., 2006）を採用する．NMF の実行には，

Rの NMFパッケージを用いた． 

 

2.4．空間統計モデル 

 分析対象エリアに定義されたメッシュのうち犯罪

が記録されているメッシュは稀である．したがって，

本研究では，犯罪認知件数がポアソン分布に従うと

仮定する．また，未知要因に基づくランダム変動に

空間相関を考慮する統計モデルである Conditional 

Autoregressiveモデル（CARモデル）を採用し，隣接

するランダム効果を平滑化する強さを推定できる

Lerouxモデル（Lawson, 2021）を用いる．Lerouxモ

デルは以下の通り定式化される 

 

𝑦𝑖~𝑃𝑜𝑖𝑠𝑠𝑜𝑛(𝜆𝑖) (3) 

 

ln(𝜆𝑖) = 𝒙𝑖
𝑇𝜷 + 𝑢𝑖 (4) 

 

𝑢𝑖|𝑢−𝑖~𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙 (
𝜌 ∑ 𝑢𝑗𝑤𝑖𝑗𝑗

𝜌 ∑ 𝑤𝑖𝑗 + 1 − 𝜌𝑗

,
𝜏𝑢

2

𝜌 ∑ 𝑤𝑖𝑗 + 1 − 𝜌𝑗

).  (5) 

 

𝑦𝑖は犯罪認知件数，𝒙𝑖は説明変数ベクトル，𝜷は係

数ベクトル，𝑢𝑖はデータ𝑖 の空間相関を持つランダ

ム効果， 𝑢−𝑖はデータ𝑖 以外の空間相関を持つランダ

ム効果，𝑤𝑖𝑗は近接行列，𝜌は空間相関の強さ，𝜏𝑢
2は

空間相関変数の分散である．Lerouxモデルは，空間

相関がない場合（𝜌 = 0）から強い空間相関がある場

合（𝜌 = 1）までの空間相関の強さを柔軟に推定でき

る．  

説明変数には，人口分布変数（性年齢階級別の時

間帯別滞留人口に NMF を適用して得られた係数ベ

クトル），地域形態変数（建物面積，道路総延長），

施設変数（鉄道駅の数，バス停の数，高等学校の数，

大学・短大の数，コンビニエンスストアの数），事業

所変数（卸売業・小売業数， 生活関連サービス業・

娯楽業数）を用いる．これらの変数はあらかじめ標

準化（平均値を 0，標準偏差を 1 に変換）する．な

お，説明変数の多重共線性を回避するため， あらか

じめ，VIF が 8 以上となったコンビニエンスストア

の数， 卸売業・小売業事業所数は除外した．CARモ

デルの推定には R の CARBayes パッケージ（Lee, 

2000）を使用する． 

 

３．結果 

NMF の rank は，毎回ランダムな初期値を与えた

NMF を 30 回実行した結果から得られる Cophenetic

相関係数を参考に 8とした．また，基底ベクトル（以

下，因子と呼ぶ）の要素の和が 1になるよう基準化

した．NMFによって得られた各因子の解釈を表 1に

示す．また，これらの中から「因子 1」と「因子 4」

を抜粋して図 2に示す． 

 

表 1 各因子の解釈 

因子 解釈 

1 郊外の住宅地 

2 オフィス街やショッピング施設の多い地域 

3 高校・大学付近の学生が多い地域 

4 ナイトライフ施設やショッピング施設の多い地域 

5 市街地に位置する古い住宅地 

6 新興住宅地 

7 工場などの就業地 

8 病院・宗教施設・福祉施設が多い地域 

 

「因子 1」は鉄道駅の周辺から少し離れた場所で

高い値を持つ（図 2 (a)）．21～7時台は比較的高い値

が続いている様子から，この時間は多くの人が自宅

に滞在していると考えらえる．8～18 時台は全体的

に減少するが，年齢が高いほど減少の程度は小さく

なる．したがって，「因子 1」は広い性年齢階級が居 
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図 2 各基底ベクトル（因子）の値．地図中の三角

形のシンボルは鉄道駅，点線は鉄道線である． 

(a) 因子 1， (b) 因子 4 

 

住しており，就学者や就業者は日中に他の地域へ移

動する特徴を有すると考えられるため「郊外の住宅

地」と解釈した．「因子 4」は主要駅や繁華街で顕著

に高い値を持つ（図 2 (b)）4～17時台に男性の値は

ゼロであるが，20～30，60～70 歳代女性は 11 時台

あたりから存在している．このことから日中に女性

が訪れる施設が存在する地域であることが想像され

る．18～23時台になると， 主に 10～50歳代の男女

に増加が見られる．特に 20～30 代は他の年齢階級

よりも増加し，翌 3時台まで滞在している．このこ

とから居酒屋などのナイトライフ施設が多い繁華街

が考えられる．この解釈は，70歳代男性や 60～70歳

代女性が 18 時台以降に減少する様子からも理にか

なっている．これらの結果を基に「因子 4」を「ナイ

トライフ施設やショッピング施設の多い地域」とし

た． 

空間回帰モデルの推定結果を表 2に示す．なお，

すべての説明変数は Geweke 検定統計量の絶対値が

1.96 未満であるため分布は収束していると判断した． 

日中に発生したひったくりと屋外強制わいせつの

人口分布変数について信用区間にゼロが含まれない

係数パラメタはなかった． 

夜間に発生したひったくりは「因子 1」，「因子 2」，

「因子 4」，「因子 5」， 「因子 7」，「因子 8」で正の

係数パラメタが推定された．夜間に発生した屋外強

制わいせつは「因子 1」，「因子 4」，「因子 5」，「因子

8」でそれぞれ正の係数パラメタが推定された．それ

ぞれのモデルについて，人口分布変数の除いたモデ

ルと偏差情報量規準（DIC）を比較した結果，人口分

布変数のあり／なしについて，ひったくりはそれぞ

れ[あり: 1265.9, なし: 1274.2]となり屋外強制わいせ

つはそれぞれ[あり: 1098.6, なし: 1100.6]となった

（表 2）．いずれの罪種も人口分布変数を考慮した方

が良いモデルを得られることが示された．パラメタ

𝜌の推定結果から，ひったくりは比較的強い空間相

関を持つランダム効果を，屋外強制わいせつは比較

的弱い空間相関を持つランダム効果を持つ可能性が

示された（表 2）．図 3に犯罪認知件数と回帰分析の

予測結果を示す．
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表 2 空間回帰モデルの結果 

 変数 夜間ひったくり 夜間屋外強制わいせつ 

  中央値 95% CI 中央値 95% CI 

切片 -3.25  [-3.72, -2.86] -2.91  [-3.28, -2.61] 

人口分布変数 
    

  因子 1: 郊外の住宅地 0.21  [0.02, 0.42] 0.27  [0.10, 0.46] 

  因子 2: オフィス街やショッピング施設の多い地域 0.15  [0.02, 0.31] 0.03  [-0.13, 0.18] 

  因子 3: 高校・大学付近の学生が多い地域 -0.01  [-0.17, 0.15] 0.10  [-0.05, 0.23] 

  因子 4: ナイトライフ施設やショッピング施設施設の多い地域 0.12  [0.02, 0.22] 0.13  [0.03, 0.23] 

  因子 5: 市街地に位置する古い住宅地 0.18  [0.04, 0.30] 0.13  [0.00, 0.25] 

  因子 6: 新興住宅地 0.05  [-0.07, 0.16] -0.06  [-0.20, 0.06] 

  因子 7: 工場などの就業地 0.20  [0.07, 0.34] 0.06  [-0.07, 0.19] 

  因子 8: 病院・宗教施設・福祉施設が多い地域 0.16  [0.04, 0.28] 0.19  [0.07, 0.31] 

建造構造変数 
    

  建物面積 0.56  [0.24, 0.91] 0.39  [0.07, 0.73] 

  道路総延長 0.32  [0.07, 0.59] 0.50  [0.25, 0.78] 

施設変数 
    

  鉄道駅の数 0.12  [0.00, 0.24] 0.09  [-0.03, 0.21] 

  バス停の数 -0.08  [-0.22, 0.07] 0.05  [-0.08, 0.18] 

  高等学校の数 0.14  [0.01, 0.24] 0.10  [-0.03, 0.22] 

  大学・短大の数 0.06  [-0.06, 0.16] -0.09  [-0.25, 0.05] 

事業所変数 
    

  生活関連サービス業・娯楽業施設数 0.00  [-0.19, 0.19] 0.01  [-0.19, 0.21] 

𝜏2 3.76  [1.92, 6.35] 2.35  [1.00, 4.50] 

𝜌 0.71  [0.16, 0.98] 0.24  [0.02, 0.61] 

     

DIC 1098.6  
 

1265.9  
 

DIC (人口分布変数なし) 1100.6  
 

1274.2  
 

DIC (空間相関変数なし) 1223.3    1387.8    
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図 3 夜間の認知件数と予測結果． 

(a)ひったくり, (b)屋外強制わいせつ 

４．考察 

夜間に発生したひったくりと屋外強制わいせつに

共通して人口分布変数「因子 1」，「因子 4」，「因子

5」，「因子 8」で正の係数パラメタが推定された．こ

のことからひったくりと屋外強制わいせつが発生す

る時間帯別滞留人口のパターンは類する部分がある

と考えられる． 

「因子 1」はほぼ全ての性年齢階級人口が 21～7

時台に屋内に滞在していると考えられるため，この

時間は住民や高齢者による「有能な監視者の不在」

が当てはまると考えられる．性犯罪の犯行者の行動

パターンの一つに，駅やコンビニエンスストアとい

った多くの人が利用する施設でターゲットを選定し，

尾行して犯行に及ぶケースがある（警察庁, 2019）．

「因子 1」は夜遅くに帰宅してきた人が被害に遭う

パターンを有する可能性がある． 

「因子 4」は， ひったくりと強制わいせつのター

ゲットになりやすい 20代女性が 12時台から翌 3時

台の間に増加が見られる．特に夜間は 18～22 時台

の増加が特徴的な地域である．こうした地域は「適

切なターゲット」となる人口の多さが犯罪発生リス

クの増加に関連すると考えられる．また，この因子

に特徴づけられる地域は， 帰宅前のターゲットを狙

った犯行パターンが多いと考えられる． 

「因子 5」は 60～70歳代男女の人口には反応しな

い特徴（基底ベクトルの要素がゼロである）を有し

ており，高齢者による監視の目が低い可能性がある．

一方，20～50 歳代女性が 21 時台以降に増加する特

徴を持っており，夜間に「適切なターゲット」の暴

露が増える場所でもある．ターゲットの人口増加と

直接関係するという意味では「因子 4」に似るが， 

21～6 時台まで値が一定で推移するため居住地の存

在が考えられる．つまり「因子 4」よりも「因子 1」

に近い犯行パターンを有すると考えられる． 

「因子 8」は主に 40～70歳代男性，60～70歳代女

性が日中に増加する特徴を持つ．20 歳代女性は 17

～13 時台に存在するが 22～4 時台は 50～60 歳代男

性と 20歳代女性しか反応しておらず 20歳代女性が

潜在的に存在する特徴を有する．したがって「因子

8」は特に「適切なターゲット」と「有能な監視者の
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不在」が同時に成立する特徴を持つと考えられる． 

 

５．おわりに 

本研究では， モバイル空間統計を利用して性年齢

階級別の時間帯別滞留人口とひったくりや屋外強制

わいせつの認知件数との関係性を評価した．はじめ

に時間帯別滞留人口は NMF によって因子を取り出

し各因子ごとの地域特性を整理した．その後，これ

らの因子や POI変数による犯罪認知件数の空間統計

モデルを作成した．その結果，時間帯別滞留人口に

よって特徴づけられる地域特性と犯罪発生リスクの

関係を定量的に結び付けることができた．また，各

地域特性で考えられる犯行パターンを考察できた．  

街頭犯罪の被害者は屋外に存在すると考えられる

ため，屋外の人口分布を利用することが望ましい．

しかしモバイル空間統計は屋内外の人口分布を判別

することができない．路上で発生した犯罪を正確に

分析するためには屋外人口を考慮する必要がある．

また，本研究では 1年間の時間帯別滞留人口データ

から算出した時間帯別平均値を利用した．そのため，

イベントや季節による人口変化は加味されていない．

これらの課題は今後の研究で解決を図りたい． 
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